
法制審議会

国際裁判管轄制度部会

第９回会議 議事録

第１ 日 時 平成１４年５月１４日（火） 自 午後１時３０分

至 午後３時３５分

第２ 場 所 法務省第１会議室

第３ 議 題 ヘーグ国際私法会議第１９会期第１委員会における審議概要及び決議内容に

ついて

第４ 議 事 （次のとおり）
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議 事

● 定刻になりましたので，第９回法制審議会国際裁判管轄制度部会を開会いたします。

本日は，お忙しいところをお集まりいただきまして，本当にありがとうございました。

これまで，国際私法部会のときからの慣行に従いまして，○○委員が司会をしてまいった

わけでございますが，本日，○○委員がよんどころない本務上の支障がございまして，欠席

させていただいております。そこで，私に司会をせよということでございましたもので，代

わりをやらせていただきたいと思っております。最近はやや遠ざかっておりますので，不手

際もあろうかと思いますが御了解並びに御協力のほど，よろしくお願い申し上げます。

（委員・幹事の異動紹介省略）

● 続きまして，事務局から配布資料及び今後の審議の進め方について説明させていただきま

す。

● それでは，まず資料の方を確認させていただきます。

今回，新たにお届けさせていただきましたのは，資料番号３４番の「ヘーグ国際私法会議

第１９会期第１委員会結果概要」と題した文書１点でございます。資料本文が８ページまで，

それから別紙が１から３まで４ページついてございます。

本資料は，先月２２日から２４日までヘーグにおいて開催されましたヘーグ国際私法会議

第１委員会において行われました審議のうち，裁判管轄・外国判決条約の策定作業の今後の

進め方に関する議論の部分のみを取りまとめ，その概要を記載したものでございます。

本第１委員会における対処方に関しましては，前回，３月１２日に開催いたしました当部

会の第８回会議においても御審議をいただいたところでございます。

本日の審議におきましては，まず本資料の内容でもございますところの裁判管轄・外国判

決条約策定作業の今後の進め方に関するヘーグ国際私法会議第１委員会における審議の概要

及び決議の内容について，同会議に御出席いただきました○○幹事から御報告をいただき，

引き続きまして，今後同決議に従って進められることになります本条約の策定作業に関し，

我が国としてどのように対応していくべきかについて御審議を賜りたいと存じます。

● なお，本日の審議につきましては，最初に第１委員会の審議概要及び決議内容の報告がご

ざいます。続いて，本条約に対する今後の対応について審議をお願いする，このことは○○

関係官からただいま御説明があったとおりでございます。

大体の時間配分ですが，第１委員会の審議概要，決議内容の報告につきまして前半をとり，

後半につきましては委員の諸先生方から御意見を賜りたいと願っておりますので，進行につ

き，何とぞ御協力賜りますよう，よろしくお願いいたします。

それでは，本日の議事に入らせていただきます。

本日は，事務局から説明のありましたとおり，まず先月ヘーグにおいて開催されたヘーグ

国際私法会議第１委員会における審議概要及び決議内容について御報告をいただきます。

○○幹事については，進行の便宜のため，こちらに設けてございます席にお移りいただき

たいと思っております。

それでは，○○幹事の方から御説明，御報告をお願いしたいと思います。

● これまで，ヘーグ国際私法会議の第２委員会には大学の関係者が学術的な観点から貢献で

きるというので参加しておりましたけれども，第１委員会は必ずしもそうではなくて，事務

局といいますか，国全体の政策の問題にかかわるので，法務省対応が主だったのじゃないか
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と思うのですけれども，今回，内容にかかわることもあろうかということで，私に行けとい

うことで行ってまいりました。確かに，そのような議論も一部なされまして，ただそうでな

く，もちろん後から御説明申し上げますけれども，条約のどの部分がどうなんだという具体

的な内容に入ろうとしますと，そういう準備はしてきていないという，本来そうであるべき

なものですから，そういうような議論が出たりしまして，やや第１委員会と第２委員会の中

間的な委員会のような色彩もございました。

何を目的にしていたかと申しますと，この条約については既に御存じのように２回にわた

って予定が延びておりまして，昨年の６月に開催されました外交会議の前半部分，第１回目

の外交会議の結果を受けて，当初の予定－－二度目の予定ですが－－どおり半年後に外交会

議を開いて採択するというのは難しそうであるということで，それは断念するという決定を

し，その進め方について議論しようという決定があって，それを受けたものでございまして，

ですからどのような方法で，どういうスケジュールで進めていくかというのが議題でござい

ました。

既にお読みいただいていることかと思いますけれども，しかしここに書いている以上のこ

とは余りございませんので，この紙に沿って御説明，御報告申し上げて，議論のたたき台と

いいますか，素材にしていただければと思います。

先ほど○○委員からもお話がありましたように，アメリカとＥＵが対立をしていて，アメ

リカが言っていることは知的財産権あるいは電子取引等の状況がまだ流動的であって，国内

的なコンセンサスは非常に得にくいと，そういう状況であえて条約をつくるということは，

条約が影響を与える人たちというのは民間の実際に国際的な取引をやっている人たちである

ので，適当ではないのではないか，時期が来るまで待ってもいいと，要するに無期延期でも

構わないという立場で，それに対してヨーロッパ側，あるいはそれ以外の国もそうだと思い

ますけれども，その結果はここにも出ておりますが，そうは言ってもいつまでも待つわけに

はいかないし，コンセンサスがほぼできていて，一つ有力な反対国があっても多くの国とし

てはほぼまとまっているところを，それを流してしまうというのは，人の関係といいますか，

要するに担当者が，例えば１０年間凍結するとなりますと全部入れ替えになりますので，そ

れではせっかくの議論が生きないのではないかとか，あるいはそうなってしまうともう条約

はだめになったのじゃないかという見方をされて，たとえできても支持されないのではない

かということから，しかも意味ある内容のものができそうだという見込みもあるので，今ま

で進めてきた方向で進めるべきであると，条文も一部修正はあり得ても，そのとおり進めて

いってはどうかという対立でございます。

この４月の会合の前に，昨年の秋ぐらいから非公式にいろいろと国々の間で交渉がされ，

交渉といいますか，非公式な意見の聴取と働きかけが行われておりまして，日本もそのよう

なところに幾つか参加しておりました。その具体的な成果の一つは，日本とオーストラリア

が共同提案を出したということでございまして，それは先ほど申しました，今までの方向で

作業を進めていくべきであると，しかもスケジュールはちゃんと切って，ということは，決

まらなければもう多数決で決めて進めていくべきだという趣旨のものでございますが，そう

いう紙を出して，それが議場でも配布をされ，それを前提に議論があったというわけであり

ます。

概要のところに書いてありますように，結論を先に申し上げますと，事務局が非公式作業
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グループという，これは別途設置をするもので，その人選はまだ決まっておりませんが，せ

いぜい２０人ぐらいになるかなと思いますが，そういうグループの支援を得て非公式な手続

として議論を進め，２００３年の前半に開催する特別委員会にその条文案を提出すると。と

いうことは，要するに外交会議の前に少なくとも一度は－－少なくともなのか一度に限るの

か，そこは分かりませんが，１回特別委員会を開くということですが，その特別委員会でそ

の条文案を審議して，外交会議に提出できる形にまとめて，その半年後，２００３年の暮れ

までに外交会議を開催すると。しかしこれも，まとめのところにはこれしか書いていません

が，if possibleという言葉を，議長が妥協として，－－アメリカが反対したものですから

－－入れましたので，可能であればそうしようということですけれども，多くの議場の雰囲

気としては，一つの国を除いて可能だということだと思いますけれども，それは分かりませ

ん。

その進め方ですが，ここに書いてありますように，ボトムアップというのでしょうか，今

まで議論があり，条約案ができているわけですけれども，それをいきなり基にするのではな

くて，その中のどれが，コンセンサスといいますか，多くの国で問題ないと考えるのかとい

うことをピックアップしていって，それに加えていくという形で，全部加えれば９９年草案

と同じになるわけですけれども，そこまでいくかどうか，どこまで大きくできるかという形

で議論しましょうということでございました。アメリカが言っていたのはこういう方法で，

他の国はむしろ，今もう草案ができているのだから，だめなものを少し－－，欲張り過ぎた

ところを削っていこうということだったのですけれども，ただ結局たどり着くところは同じ

だと思いますけれども，議論の仕方としては加えていく方が議論はしやすいだろうと思いま

すので，とにかくそういうふうになりました。それで，そういうことが今後行われていくと

いうことでございます。

以下，時間的な順序に沿ってこのペーパーはできておりますけれども，かいつまんで様子

を御報告したいと思います。

冒頭，いろいろな国から意見の表明というのがございまして，アメリカ，ＥＵ，日本，オ

ーストラリアというような順だと思いますけれども，これは先ほど申し上げたようなスタン

スでございます。

日本が具体的にそこで発言したことは，注の３に書いてあるとおりでありますけれども，

アメリカが言っているような合意管轄と物理的な不法行為の事件だけに限った条約というこ

とでは足りない，特に，合意管轄条項をきちんとしようということについて，必ずしも日本

のビジネスの方々は，そこが問題だという関心はないのではないかということから，今まで

どおりの方向で進めるべきだということでございまして，インターネットについて確かに問

題はあろうということは分かるけれども，全部を適用対象外とする必要はないし，また特許

の侵害訴訟－－特許とは限りませんが，登録を要する知的財産権の侵害事件について，それ

を専属管轄にするかしないかという問題は確かにあるけれども，あるからこそ条約で解決す

べきではないかということを申しました。その他，そこに書いてあるとおりでございます。

それぞれの国のニュアンスはやや違いますけれども，実はちょっと時間はさかのぼります

が，この会合のある前の日の夕方に，アメリカ，ＥＵでない国が幾つか集まりまして，どう

いうスタンスなのかという打合せといいますか，お互いの様子を聞く会というのが催されま

して，そこに集まった国々，日本，オーストラリア，アルゼンチン，ノルウェー，韓国，ス
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ロバキアですね，カナダも来ていましたでしょうか。そういう国は一様に広い条約でいくと

いうことを言っていたので，安心して会議に出られたということがございますが，ですから

ニュアンスの違いはございますけれども基本的には大きい条約だということで，韓国なんか

はもう少し中間的な落としどころがあるのではないかと，注の８に書いたようなことを言っ

て，会議でもそういう立場を言っておりましたけれども，それは日本その他の国も少しは小

さくするということを否定しているわけではございませんし，適用範囲を狭くするというこ

とも否定しているわけではございませんので，基本的に違わないのじゃないかなと思います。

そういう国の中で，３ページになりますでしょうか，④に書いてありますように，ニュー

ジーランド，特にニュージーランドだと思いますが，アメリカの意見に賛成するという立場

を表明しておりました。スイスは，そのようにもとれるニュアンスのことを言っていました

が，後の方になりますと多数決で決めなければいけないというようなことを言っていたりし

ていますので，非ＥＵでありながら会合に来なかった国でもあり，前の日の会合に来なかっ

たので正確なところはつかみかねますけれども，表面上はアメリカの言っていることにやや

近いかもしれないようなニュアンスのことを言っておりました。しかし，その理解の仕方は，

⑤のところに書いてありますように，ないよりはいいというニュアンスだとすれば，日本も

それと同じですから，本当にアメリカと同じなのかどうかはよく分からないところでござい

ます。

そういう表明がありました後，議長，これはスイスの女性の方でしたけれども，見渡した

ところ第２委員会，先ほど申しましたように条約の内容を審議している委員会に出席してい

るメンバーも多いので，仮にトップダウンでいくと，先ほど言いましたように少しずつ削っ

ていくということにした場合，どんな条約になるのかを議論してはどうかということを言い，

それを非公式にやってもらって，それができた段階で改めて第１委員会の本会議の方を開く

ということを言ったのですが，これは現実には可能だったかもしれませんけれども，４ペー

ジの２行目のところに書いていますように，ＥＵが，第１委員会としてそこまでする，内容

のこれはよくてこれはいけないということまでするのはいかがなものかということと，後の

ところに書いてありますが，そもそもこの会議に臨むに当たってそういう準備はしてきてい

ないわけですね，どの条文のどこが問題だからどうしましようということを決めてきていな

い，それで対応できないということで，特にＥＵは中でさんざん対立があるようでございま

して，きちんと事前の調整をしてからでないと公式な発言はできないということを言いまし

て－－日本ももちろんそうですが，マンデートの範囲外ですからできないわけですが，そこ

は非常に難しいところだったようでございまして，しかしそうは言っても進め方についてみ

んな言いっぱなしで終わっているだけではどうしようもないので，やはり作業部会のような

ものをつくるということで，－－ここで私の理解ではある意味でもめたのですけれども－－，

議長はトップダウンでいくというときのやり方，具体的な内容について具体的なイメージを

出してほしいというマンデートで，オーストラリアの人を議長に指名して，作業部会を始め

たわけですが，後になって，実は作業部会が審議していることは指示していたことと違うじ

ゃないかという話になりまして，オーストラリアの議長は，じゃもう自分はやめる，議長を

下りるとか，ちゃんと最初やっておけばいいものをしていないがためにもめたのですが，－

－とにかくそこで議長が代わりまして，作業グループとして－－そこで帰ってしまった人も

います。現地の対応といいますか，具体的な内容を知らなくて来ているわけですから帰って
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しまいましたが－－，主要なメンバーは残りましてどうするかという議論をしたのですけれ

ども，その具体的な議論に入る前，そこだけしかやっていないと言ってもいいのですが，そ

れをどうやって決めるかという話になり，アメリカはコンセンサスで決めようじゃないかと，

どれを残してどれを切り捨てるかはコンセンサスでいこうじゃないかということを言ったの

に対して，ＥＵ，ＥＣは，確かに調整は必要で，そのために特別委員会は必要だけれども，

最終的には多数決でいこうじゃないかと。そうですね，このワーキンググループの進め方と

いうよりは，外交会議における手続問題と言った方が正確ですが。

それで，その問題については，もう既に，第２回の外交会議をどういう形で進めるかとい

う点については２００２年の５月に決めていることで，第１回目はコンセンサスだけれども，

第２回目の外交会議は通常の方法で決めると言っているのだから，そこは決定済みではない

かと。これは多くの国がそう思っていたところですが，ひとつの国に拒否権を与えるような

のはまずいということを言っておりました。

ただ，中国は，これは人権関係の条文とかもあるかもしれませんが，多数決で押し切ると

いうのは好ましくないということを言っております。別に事件とか例を挙げたわけではあり

ませんけれども，言っておりました。

イギリスもそうですね，イギリスはどうもＥＵの中では最もアメリカ寄りの立場のようで

ございまして，ばらばらに発言すれば当然アメリカを支持する国の中に入っていたような国

でございますが，－－この場は非公式なグループの会合でしたので，結構言えるというか，

そこは分けていまして，公式会合で代表だけが発言して，非公式になるとばらばら各国が発

言するということでありました。

アメリカは，次に書いてありますけれども，今年の秋に外交会議を開くことになりました

証券決済条約というのが実務家主導で進んでおりまして，その例にならってそういった非公

式会合をどんどん開いて，できるところをやっていけばいいではないかと，ですからそこで

もっともっと現実的な条約にすべきだというのがアメリカの主張でございまして，アメリカ

から見るとヘーグ国際私法会議のヨーロッパの国はブラッセル・ルガノ条約に引きずられて

いるし，建前の議論といいますか，秩序をどうすべきかという観点からできるだけ大きな条

約と言っているのに対して，もう少し実務家を入れれば違うのではないかということのよう

でございますが，そういったことを言っておりました。－－次の５ページのところで，もと

の議長に戻って正式な第１委員会の会合となりまして，作業グループの議長が報告をしたわ

けですが，要するに，議論をしたのは今言ったような手続問題だけでありましたので，その

ような議論をしたという報告をしたところ，議長からそれをお願いしたわけではなくて，具

体的などの条文を残してどれを削除するのかについての議論をお願いしたはずだと。

そこでさっきの話になるのですが，もめまして，次のところですが，ＥＵがそういう内容

の議論をしろというのは，さっきもちょっと申しましたが，そもそも無理で，ここはそうい

う場ではないのじゃないかと，手続問題しか議論できないのじゃないかと。ただ，手続問題

としてトップダウンでいくと言っているけれども，それは具体的にどういうイメージなんだ

ろうかという議論が必要なので，第１委員会の議長が言っているような方向で作業をすれば

いいじゃないかという意見もあり，議長指示に従って作業グループの議論を続けることとさ

れました。

それを受けてアメリカは，ここに書いてあるように４５分か，私は正確にカウントしてお
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りませんでしたが，長々と，アメリカにとってはどの条文はよくてどの条文は受け入れがた

いというのを個々に延々としゃべりまして，その中で幾つかのことを言いました。条約にで

きると言ったのは，合意管轄と物理的な不法行為と，せいぜい加えるとすれば被告の住所地，

普通裁判籍だと。あとは全部無理だということで，そこからスタートすればいいじゃないか

というわけであります。

それから，ブラック・リストについては，activity －basedの特別裁判籍を置くというこ

とで，普通裁判籍としてのactivity－ based管轄はブラック・リストに載せることはあり得

るかもしれない，要するにバランス論なんで，今，私が申しましたようにそこを絞って，ド

ゥイング・ビジネスの管轄が入らない，－－ホワイト・リストにならない－－のであれば，

ブラック・リストにも載らないし，だからブラック・リストは要らないということでござい

ました。

イギリスはアメリカの言うとおりだと，できるところをやるべきで，コアになるのは合意

管轄，被告住所地，支店の管轄，それから物理的不法行為，信託，応訴，それからアメリカ

は反訴も入れると言いましたが，そういうものでいくべきだと。

それに対してＥＵは，個々のいろいろな問題を指摘しているけれども，そういう問題があ

るからといって，だからその条項をなしにしようということにはならないはずではないか，

そこはだからこそ何かのルールを置くべきではないかということと，それからほとんどの条

文はアメリカを除いて受入れ可能だと言っている条文ばかりで，ブラック・リストについて

もアメリカがどうしても嫌だと言っているものも，他の国はみんないいと，いいという意味

はブラック・リストに載せることがいいと言っていると。だから，過剰な管轄だということ

については一致しているので，それも載せるべきではないかと。また，アメリカが入れたい

と言っている方のactivity－based管轄ですが，私はそれ自体はあり得ることかと思います

けれども，しかしそれが入ることによってインターネットの問題での適用が難しくなるとい

うことがあるので，アメリカがホワイト・リストとしてそれを加えることを断念すれば，問

題は解決するのではないかということでありました。

日本は，ヨーロッパの言っていたとおりなんですが，バランス論でブラック・リストを議

論するのはおかしいじゃないかということだけを指摘しておきました。何がブラック・リス

トかは，それ自体議論できる話で，それ自体でも条約になり得る話なので，かつてはアメリ

カが入れるようにするという観点から，そういうアメリカの言うことにも耳を傾けたけれど

も，今やそこまで受け入れる，アメリカのそういうバランス論を受け入れる余地はないのじ

ゃないかということを申しました。

スイスですが，スイスは物理的な不法行為の定義はなかなか難しい，手段が電子的である

場合もあるしとかいろいろなことを言っていまして，電子取引を削除するといいますか，適

用対象外にするということもあり得るのじゃないかと言っておりました。これはしかし，な

かなか難しいという議論もあったやに思いますが，そういうことを言っておりました。

結局，事務局が，－－非公式会合ではありますが事務局はずっとおりまして，事務局の立

場は，私の主観的なことを言わせていただければ，アメリカを切ってしまって条約つくると

いうことには相当にネガティブでして，そう言わずに何とかやりましょうと，アメリカを含

めてやりましょうというのがいろいろなところに出ておりましたけれども－－，まとめとし

てこんなものでどうかということで，イギリス，アメリカの言っていたような管轄原因をコ
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アとして，それに付け加えるという形で議論していくというのでいいかと言いましたが，そ

れはどうもまとめとしてはやや偏っているかなと思いました。そもそもトップダウンで議論

するときにどう進めるかという話だったものですから。でしたが，しかし事務局の立場も皆

さん，おっしゃりはしませんでしたが分からないわけではないわけで，そういうまとめとし

て，それを３日目の第１委員会本会議の方に提出をして，それをもとに文書化といいますか，

こういう決定でどうかという議論になっていったわけでございます。６ページのところに出

ていますが，最初に議長が言ったのは，コアになるといいますか，多くの国がいいと言った

七つの管轄原因についてはいいけれども，それ以外についてはどれを入れていくかというこ

とについて合意はできなかったということでいいかと，それだけ決めていいかということだ

ったのですが，それはしかし，外交会議の日程とか審議の先が見えない取りまとめであるの

で，それは困るという批判が随分出て，事務局から，７ページのところに出ているようなこ

と，これは相当最終結果に似ておりますけれども，作業グループをつくって議論をしていく

と，それでコンサルテーションをして，更に非公式会合を行って，来年の第１委員会にテキ

ストを提出する，そして第１委員会でどうするかを決めるという進め方の提案がありました。

これは，アメリカはいいと，要するに今回は決めないということですから，それはいいとい

うことだったのですが，ほかの国々は，これでは全く今回は何もできませんでした，もう一

回第１委員会を開きましょうということ以外にないし，更に何かの条文をつくってコンサル

テーションするといっても，もう今までさんざんやってきたことで，ほとんど変わらない条

文をまた業界に配るというのもどうかと。業界といいますか，要するにパブリックに提示す

るというのもどうかということがあって，批判がさんざん出ました。証券決済条約ではそう

いうふうに外でいろいろな議論をしてやっているかもしれませんが，それとは違うのじゃな

いかという議論でございます。

で，それは受け入れられないということになったので，次の提案が出てまいりまして，議

長提案ということで，先ほど申し上げたものにほとんど近いということです。

しかし，最終案とどこが違うかと申しますと，外交会議について何も言っていないのです

ね。特別委員会の開催が２００３年の中ごろだと言っているだけで，それでは余り違わない

じゃないかというので，ＥＵが具体的に２００３年中ごろに特別委員会を開くということに

続けて，その後２００３年の末，あるいは２００４年の初めまでに外交会議を開くというこ

とを入れてくれと言い，アメリカは今の時点でそんなことは決められないということを強く

言いました。しかし，ＥＵを支持する意見－－日本もそうでございますが－－が多数となり，

そのまま決まるかと思ったのですが，そこで最後に議長が，じゃそれに更にif possibleと

いう言葉をつけてどうかと。さすがにそこまで来ると，もう反対する国はなく，それでまと

まったというのが今回の話でございます。

そういうことで，ちょっと話がごちゃごちゃいたしましたけれども，会議の全体としては

アメリカ対その他との感があり，アメリカの参加を完全にあきらめるとすれば，この条約に

ついては簡単ですが，アメリカはややヘーグ国際私法会議というものの在り方についても，

これで私を切ってもいいのかといいますか，そうするといろいろな問題が起こるよというこ

とを言外ではなくて言内といいますか，そういうことをにおわせる発言をしたりしていまし

て，事務局としては人員をふやし，予算をふやしてくれということを一方では言っている状

況ですから，せっかく証券決済条約の方はうまくいきそうなところを，ここでアメリカを完
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全に切ってしまって条約をつくるということについては相当ネガティブなようであります。

ですから，事務局がそうだからといってそうなるわけではないと思いますけれども，今後

作業部会を通じての議論においては，アメリカの参加をあきらめて純粋に議論をするのか，

そこはやはりアメリカも入れるような形を考えるのか。もちろん両方あり得るわけで，部分

的な小さな条約を作り，その外側に大きい条約をつくっておいて，両方入る国と中の小さい

部分だけに入る国というようなこともやり方としてはあり得ると思いますから，そういうこ

とが模索されるのじゃないかと思います。

● 極めて詳細な報告書もございますし，本日も丁寧に御説明いただきましたので，いろいろ

なことが分かったと思いますが，この会議に同時に出席しておられました○○関係官，何か

この時点で付け加えるようなことはございましょうか。

● 特にございません。

● それでは，ただいまの御報告につきまして，最後の方は今後の進め方に対する御提言もあ

ったわけでありますが，まず最初に一体何がどうなったのかということ等につきまして，御

疑問もあろうかと思います。そこで，まず最初に御確認いただきたいこと，あるいは御質問

なさりたいことがございましたら，遠慮なく御発言くださると有り難いと思います。よろし

くお願いいたします。

● 私，たまたま連休中にインターパシフィック・バー・アソシエーションという弁護士の国

際会議がありまして，香港の方に参っていたのですけれども，その際，このヘーグ条約に関

してアメリカの代表の一員であるという，○○幹事もよく御存知のエドワード・ラウという

サンフランシスコの弁護士に会いまして，立ち話ですけれどもこの件について話をする機会

があったのです。

そのエドワード・ラウという弁護士によれば，彼はそんなに大きな差があるとは考えてい

ない，彼自身は９９年草案を支持するとか，そういうことを言っておりまして，アメリカの

中にはここの注の１１に書いてありますように，①，②，③がありますけれども，そういう

ような三つのポジションがあるようで，アメリカの意見も必ずしも一枚岩というわけではな

くて，中でもいろいろな意見があるようなことを言っておりました。

そういうことで，例のactivity－ basedはどうなのかと言ったら，それも妥協の余地はあ

るとかいうような話をしておりましたので，果たしてアメリカが強硬な意見一本やりなのか，

今のところお伺いしている範囲では非常に強硬な，一番小さい条約ということでかなり強い

態度をとっているのですけれども，何となくエドワード・ラウ弁護士の話なんか聞いていま

すと必ずしもそうでないような気もするのですけれども，このあたりはアメリカの戦略とし

て一番強いことを言っていて，という，そういう形なんでしょうか。その辺，○○幹事にど

んな感じだったのかをお聞きしたいと思います。

● それは，分からないというのが本当のところだと思います。もちろん，アメリカの中でい

ろいろな意見があって，業界によって相当違うと思います。著作権についても，著作権を利

用する側と利用される側では相当意見が違うようで，それを国務省としてはまとめられない

というのがコバーという担当者がよく言っていることで，いろいろな意見が山のように来て

しまって，それぞれ内容が違うと。そこが悩みだろうと思います。

ただ，そのときにどっちに振れるかですね。さっきおっしゃった，いいと言っている人が

いるからといってそちらにいく可能性があるかというと，だめという人の声の方が，要する
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にそこを入れた方がまとまりがいいのですね。余り批判がないところにずっと収縮していく

と，合意管轄になると。それに不法行為的なものなら付け加えられるだろうということで，

更に普通裁判籍についても言ってはいますけれども，本当に普通裁判籍が入るのかどうかは

疑問だと思っていまして，もしこれを入れますと，不法行為管轄は二つ出てきますよね。要

するに，合意管轄だけなら専属で問題ないし，不法行為と合意管轄が競合することはまずな

いわけですが，不法行為と普通裁判籍は競合しますから，そうすると二重起訴のときどうす

るかという規定が必要になるので，そうするとヨーロッパ的二重起訴のような，日本的な，

対抗的なのにするのか，フォーラム・ノン・コンビニエンスにするのか，両方入れるのか，

両方入れるというのはアメリカはのめないと言っているわけですね，ヨーロッパ的なものは。

国内でもやっていないことを国際的にやると約束するということは非常にもたないというこ

とを，これもしかし公式な場では言っていませんけれども言っていまして，そういうのを全

部除いていって言っているのがここだろうと思うので，彼らにどんどん付け加えていくこと

ができますという方法論を言っても，結局は付け加えられないのじゃないかというのが私の

感想です。

● ただいまのところは，アメリカだけがどうも違った個性的な立場をとっているようだが，

その本心はどこにあろうかという○○委員からの御質問があったわけでございますが，この

ことに関係して，ほかの委員の方々，何かございますでしょうか。

それでは，ほかの点について御確認あるいは御質問ございましたら，そちらの方に話題を

移したいと思いますけれども。

● トップダウン方式と，それからボトムアップと，逆方向ですね。それで，議長はたしかト

ップダウンと。それがボトムアップと。これは，やはりアメリカの方に譲歩したと，最終的

に。そういうふうにとってよろしいのですか。

それで，結論として同じになるかもしれないというようなことをおっしゃったのですけれ

ども，本当にそうなるのかどうなのかという点，ちょっと疑問に思ったものですからお伺い

したいのですけれども。

● 予測は常に外れ続けておりまして，ですから新たに予測はしたくないと思いますので，ど

うなるか分かりませんが，しかし理論的に考えれば多数決で条文をつくっていくとすれば，

どちらからいっても同じですね。にもかかわらず，どうしてボトムアップになったのかとい

うのは，やはりヨーロッパとしてこの条文は捨ててもいいとは今の段階では言えないと思う

のです。日本もそうですが。この条文は捨ててもいいというようなことは言えないとすると，

全部ですね。そうすると，何を捨ててもいいかという議論には乗れないのですが，ボトムア

ップであれば全部いいと言っているのですから，ある条文はいいということには乗れるわけ

ですね。そういうところでみんな乗れる。アメリカは，自分たちが言っているのだけ乗れる

と言っているわけですが，そこで結果としてこの案になったのかなと思います。

ただ，こういうときに考えるのは，ヨーロッパも日本もそうですが，最終的なイメージを

持っていて，そこに近づけていくということになるのじゃないかと思います。アメリカも付

け加えるつもりがないとすれば，思っていることは違うのですけれども，私たちはスタート

ラインとしては同じ土俵に乗れるというのでボトムアップになっているのじゃないかなと。

いや，分かりません，そこは。

● そのときコンセンサス方式によるのか，それとも多数決方式によるのか，例えば次の会議
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のところですね，そこらあたりはまだ決まっていないのでしょうけれども，どうなりそうか

というふうなところもまだ分からないということでしょうか。

● もちろん分からないのですが，次の外交会議は多数決で，今，多数決だと決まっているわ

けですね，既に。その決定を覆すのが多数決かコンセンサスかという議論がありますが，覆

すことは不可能ではないですね。ですが，いずれにしてもそこは，コンセンサスで覆すとい

うのはできないのですね，日本も反対でしょうから。そうすると，多数決で。それも負けま

すね，アメリカは。そうするとやはり多数決で，第２回目の外交会議はやると。ただ，それ

までの過程は，それはもう一回開く特別委員会はともかく，その前の非公式会合では投票は

多分しないと思いますから，アメリカはがんがん言うということになろうか思います。その

条文案のまとめには相当難航が予想されると。そこで小さな条約にすればそうなりますでし

ょうし，大きな条約にすればアメリカは嫌がるでしょうし，どういう作戦でやるのか分かり

ませんが，そこを混乱させてしまえば特別委員会に議案が提出できない。そうするとまた延

びるということはあるのかもしれません。

要するに，手続規則ができないのですね，非公式会合の手続規則はないので心配なところ

ですが。

● ほかに御意見いかがですか。

● 特別委員会の採択方式は，これは通常の投票ルールが適用されるのですか。中で聞いて申

し訳ないけれど。

● 基本的には，それは会議体が決める話だとは思いますけれども。

● 議場では，ヘーグの会議については，かつては多数決方式でやっていたけれども，最近は

できるだけコンセンサス方式を採用するようにしてきている，その流れを無視すべきではな

いと，米国が主張していました。

● 御質問ございますか。

● 今の点ですけれども，結局日本にとってどっちが有利かということで考えた場合には，今

までどちらかというと９９年草案について我が国が出しているコメント，特に最初の方の適

用除外の原子力のところとか，これは少数なんですね。コンセンサスだから２００１年ドラ

フトに残ったという部分があるわけです。したがって，コンセンサスでやるという分には，

保全処分のところもそうですけれども，コンセンサスであったために何とかなっているとこ

ろがあって，これが多数決になればそこは全部負けてしまう可能性はある。それでもやはり

大局的に見て，条約全体の性質から見ると多数決しかないということでやるしかないとは思

ってはいるのですが，その辺はいかがでしょうか。

● 私もそう思います。ですから，パッケージのつくり方だと思うのですが，幾つかの条文を

まとめて，多数派工作をするといいますか，それがうまくいけば日本の言うことも通るけれ

ども，しかしやや嫌なことものまなければいけないということになるかもしれませんけれど

も。

カナダでしたか，それからオーストラリアとか，何か天然資源の開発に関する不法行為に

ついては特別な法制があるのですかね。それについてはとてものめないと，それは除外して

くれということを言っておりまして，今までもちらっと出ていましたけれども条文には入っ

ていないのですけれども，そういったものの痛みを分かってあげればお互いに乗れるところ

もあるかなと思いますけれども。
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● 今の点に関連して，別紙２の日本とオーストラリアの共同提案というのがありますが，こ

のペーパー自体は正に結論から言いますと９９年草案がいいと，ネゴシエーションのスター

ティングベースは９９年草案であるべきだと。それで，決定方法については普通のルール

ス・オブ・プロシージャーを適用すべきだという基本スタンスで提案したわけですが，その

２枚目のところで，without excluding the possibillity of allowing some room for res

ervation clauses という形で，多数決では多分負けるときにも，reservation で何とか逃

げる余地を残しておきたいという，そういう含みは持たせてはいるのですが，reservation

の可能性云々という話は，先の話にはなるのですが，そこに言及した国というのは何かあっ

たというふうに聞いているのですけれども。

● さっきの天然資源はカナダですね。カナダはreservationのことを言っていましたね。ほ

かにもあったかどうか，ちょっと思い出しませんが。

● ＥＵも……。

● このreservationを認めるというのに制限をつけるとかいう，そういう話は出ていました

か。これをおつくりになったときは。

要するに，コアの部分はもうreservationとしてはいけないところ，何かそういうような

議論はあったのでしょうか。

● 議場における議論に関しては，特に個数の制限を設けようとか，そういうことの検討の可

能性を指摘する国がありましたけれども，reservation clausesを設けることについては，

アメリカは一度閉じた議論を再開するものだということで反対いたしておりまして，カナダ，

ＥＵ，日本を始めreservationもいいではないかという国と，reservation clausesを設ける

ことには反対している米国，というのははっきりしていたのですけれども，reservation cl

ausesを設ける場合にどういうふうに設けるかについては，その議論をする場所ではなかっ

たからだと思いますけれども，議論されなかったということです。

● ほかに何かございますでしょうか。

要するに，今，話題になっておりますコアエリアという点ですけれども，こういうコアエ

リア・プラス・アディションという，そういう方式は大体皆了承されておったのでしょうか。

結局，これがボトムアップ方式というものなんですね。

ボトムアップ方式でやるということについては，大体コンセンサスと言ったらおかしいけ

れども，まあよろしいのでしょうか。

● いや，ですから最初の議論を普通に聞けば，むしろ議長も作業グループに求めたのはトッ

プダウンのやり方を考えてくれと言ったぐらいですから，むしろ大きな条約でいこうと。だ

けど，非現実的なところはちょっと削っていこうという意見が国の数としては多かったと思

いますけれども。

● 結局どうなったのかということは。

● ボトムアップですけれども。

● ですね。だから最終的には，いわば当初議長が言っていたのと逆の進め方になったわけで

すか。基本的には。

● 議長が理解した多数の意見分布とは違う方法ですね。

● その分では，アメリカの主張に近いわけでしょう。

● そうですね。
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● それを，もともとはそちらと違う立場をとっていた我が国を含めての多くの国は，一応黙

認したということになるのでしょうか。

● ですから，反対はできないのですね，要するにいいと言っているのを挙げているわけです

から。それはよくないとは言えないので，もっともっとというので言えばそうなると。

例えば，日本は，ブラック・リストはすごく大切だと言いました。というのは，もしかし

てそこが抜けてしまうと大変なので，そう言っただけで，もちろん承認執行の条約文は全部

コアの条文だと思いますけれども，管轄原因としてこれということには……。

具体的にこれに何か付け加えろと言っている国はないのですね。例えば，契約の履行地と

かは入っていないのですが，それをどうしても入れろとかいった国はないですね。

● そうしますと，コアエリアは何をもって構成するかということについては，コア・プラ

ス・アディションというその方式についてはいいとして，具体的にコアエリアを構成する

要素は何かという点については，何か一応のコンセンサス，と言えるかどうか分かりませ

んが，そういうものがあったと思えるのでしょうか。

● 具体的に，ですからコアに最終的になった条文に言及したのはアメリカとイギリスですか

ら，彼らが言ったものがそのまま通ったということではあります。

● それは分かるのですが，例えば我が国を含めてほかの国は，いやほかのもあるよと考えて

おってコアエリア方式に一応黙認しているのかどうなのか，よく分からないところがある。

○○幹事，何かありませんでしょうか。

● 最終的には第１委員会の結論というのが別紙１の決議，それ自体が結論でございますね，

これはスターティング・ポイントが今の要するにトップダウンかボトムアップかというとこ

ろだと思いますが，そのスターティング・ポイントはコアエリアとポシブル・アディション

とでidentified by Commission１と，何も特定していないわけですね。ですから，これはア

メリカもヨーロッパ側もそれぞれ自分の国に持ち帰ればそれなりの説明はできる部分もある

し，コアエリアが何かというのは今後のインフォーマル・ミーティングでの内容次第だと思

います。

つまり，これ自体妥協の文書ですから，コアエリアとポシブル・アディションズというふ

うにぼかさないと，みんな決議で採択できないからこうなったのだろうと思いますが，結局

我が国にとってのコアエリアは何かというのは，前と変わらないわけだし，それはほかの国

も同じでしょうから。

最終的に，これも次の審議を先取りすることになりますが，○○幹事が言われた話とも関

連しますが，結局，日本として－－今の状況だと，アメリカは９９年草案のような条約には

全く入る気がないような可能性があるけれども，そういう条約でも構わないという，つまり

米国を切り捨てるという前提で包括的な条約を目指すと，インフォーマルに，引き続き。そ

の方針は変わらないということでよろしいでしょうかということです。

それからもう一つは，私の理解では前回の法制審議会のときに御了解いただいたのは，一

番いいのは包括的なブラック・リスト付きの条約だけれども，どうしてもだめだったら合意

管轄だけの条約でもないよりはましだと，いわばセカンドベストとしてあるという，そうい

う前提だと，その中間でおさまる分にはミドルサイズというのですか，それはいわばマンデ

ートの範囲内であると考えていいでしょうか。もしそうだとすれば，ホワイト・リストだけ

の条約，要するにブラック・リストがないという意味ですが，要するにホワイト・リストだ
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けの条約で合意管轄以外のいろいろな部分も入っている条約，つまりここで言うコアエリア

だけのホワイト・リストの条約ですね，そういうものでもあった方がいいということになる

のでしょうかというところをお聞きしたいのですが。理論上は，合意管轄のホワイト・リス

トだけでもいいというのであれば，コアエリアのホワイト・リストだけでもいいというふう

にも思えるものですから。それとも，やはりある種の問題というのはブラック・リストとパ

ッケージでないと考えられないような性質を持っているのかどうかということなんですね。

● 今の幹事の御指摘は，いわば我々の対処方針を具体的に決める内容を持っておると思うの

ですが，そのことを考えながら御報告いただきました内容について，ここのところはどうで

あったかと確かめる必要があるとすれば，そこのところをまず伺っておきたいと思うのです

が，何かございますでしょうか。

● 今，○○幹事がおっしゃった点については，そのような選択肢を採用しようとした場合に

は，ＥＵはどういうふうに反応するというふうにお考えになるのでしょうか。つまり，ＥＵ

は，もしそういうものであれば既にブラッセル・ルガノがあるから，ＥＵの方はそれならも

う乗らないということで，同じような袋小路に入ることになるのでしょうか。それとも，ま

たＥＵもそれに乗る可能性はおありでしょうか。お尋ねいたします。

● ＥＵも一枚岩ではないというのは事実のようでして，要するにイギリスとドイツはアメリ

カ型でもいいと言っているらしいです。しかし，ＥＵとしての方針に対してのポジションは

恐らく今までと変わっていないのでしょうから，ブラック・リストなしの，いわば中途半端

なホワイト・リストだけの条約というのは魅力を感じないのじゃないかという気はしますけ

れども，それもあくまでも予測ですから何とも言えません。

● 一つ質問ですが。１ページのところで，先ほどのコアエリアですけれども，第１委員会に

おいて指摘されたコアエリアとなっていまして，それに注がついていまして，これだけに限

定という形になっていますね。「とされた」と。そうすると，それはトップダウンに反対し

ているところが言ったコアエリアであって，ほかの国からいうとある意味では全部がコアエ

リアと言っている，そういうふうに言っているともとり得る可能性があると思うのですが，

そこらあたりはどうなんでしょうか。

● 言葉が「コアエリア」ということになっているので，条約にはなくてはならない基本的な

部分というようなイメージが出てしまうのですけれども，もともとはその場にいた加盟国が

みんな同意できる，ミニマム盛り込むことができる部分という意味で，最初は「ミニマム・

コンテンツ」とか「ミニマム・コア」とか，この部分についてであればみんなが同意できる

部分という意味で，この六つはアメリカも含め各国が受入れ可能だよねということで言われ

ていた部分でございます。ですから重要な部分というよりは，アメリカ，イギリスも受入れ

可能で，そこをスターティング・ポイントにして膨らましていくベースというような位置づ

けかと思います。

● こういう御説明をいただきますと，コアエリアという言葉自体が一人歩きしない方がいい

わけですね。

● コアということを使っていること自体が対米配慮だと思いますけれども。議長としては。

そこをあえて使うという必要はないわけで，スターティング・ポイントとなるような条文と

言えば済む話なのに，コアとわざわざ言っているわけで，そこは配慮があると思いますが，

しかし配慮があるからといって，そこに限られるわけではないとほかの国は思っているから
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反対はしなかっただけで……。

● 結局，最初御議論がありましたように，何をコアに入れるかということでしょう。平たく

言えば。○○委員の御意見もそうなんだ。

● ２００１年の議論がある中で，しかしコアと言っているのですから，そこだけ違うという

ことですね。日本・オーストラリア提案は９９年のドラフトをもとにして２００１年の議論

を参考に，そこからスタートしようと言っていたのに比べると，下がっていることは確かで

……。

● 正にそう感じたわけです。最初に申し上げたのもそういうことでして，そういう意味から

いえばこちらがオーストラリアなんかと一緒に協議してつくった立場は引いたわけですね。

それでアメリカに寄った。

アメリカは，勝ったというか，少なくともこちらが考えていたスターティング・ポイント

から出発しなかったわけですからね。

さて，ほかの委員の方々，何かございませんでしょうか。裁判所その他。

● 先ほど，○○委員のおっしゃったこと，非常に大切だと思うのですが，ヨーロッパが乗る

かどうかで，やはり日本もそれからほかの国も，非アメリカ，非ヨーロッパの国々の立場で

すが，ヨーロッパが乗るというのは最低の条件で，ヨーロッパも乗らない条約をつくろうと

は思っていないので，そこはよく見ながら……。彼らは乗ると。オーストラリアは特に条件

として言っていると思いますが，日本も同じだと思うのですね。ヨーロッパが乗ると。そし

て，できればですが，ＥＵ十数か国との間では条約ができる。で，プラスアルファ太平洋諸

国等もできるということじゃないでしょうか。と，私は理解しております。

● いかがでしょうか。比較的実質的な議論ができる状況にあろうかと思うのですけれども，

何か御発言……。

● 私は裁判所から来ているわけですけれども，裁判所としては前から申し上げておりますよ

うに，個別の条項について，これがいいとか悪いとか，そういう利用者の側からの立場の発

言というものはございませんので，訴えが出てきたときにこれを受けられるかどうか，ある

いは外国判決が出たときに承認執行ができるかどうかという意味では，仮に最初の案よりは

小さくなったとしても，合意されていて，それ自体，規定の内容自体が不明確であれば困り

ますけれども，明確な内容の規定であれば，規定は多ければ多いほどある意味では裁判所と

しては統一的な運用ができますし，一定の予測可能性のもとで訴訟ができるという意味で，

広い条約であればあるほどいいというふうに，一般的な形では言えると思います。

それは，訴訟を当事者として利用する方についても，今現状は何もないわけですから，そ

れに比べれば仮にホワイト・リストだけであっても，何もないよりはある程度の条項があれ

ば，予測可能性という意味ではないよりはましということになるのだろうと思いますので，

そういう意味では，今，○○幹事からおっしゃいましたけれども，ミドルサイズですか，そ

ういう形でも少しでも膨らめば膨らんだだけ成果はあったという形で交渉していただければ

と思いますけれども。

● 今の点に関連しまして，別にこういう方向を目指すという趣旨ではございませんが，法制

審議会の９９年草案に対する意見書で出した意見と，それから今回コアエリアとしてアイデ

ンティファイされた各問題とどういうふうに整合するかといいますと，まず被告の普通裁判

籍，それから合意管轄，応訴管轄，これは一応基本的には支持して差し支えないという御意
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見をいただいているかと思います。ただ，常居所の概念については明確が必要かと。１項か

２項かという例の議論があったかと思いますが。それから，支店の管轄。これはactivity－

basedは削除すべきだという意見でありましたが，あとは子会社があるだけで親会社を訴え

られることがないようにすべきだと，そういうことがありましたが，基本的には絶対だめと

いう，そういう条文ではない。

それから，不法行為に関しては，これはいわばインターネットの問題がここで非常に出て

くるものですから，多分，法制審の意見もさることながら，著作権侵害の不法行為訴訟をど

うするかとか，それからインターネット経由の不法行為の損害発生地管轄で更なる検討が必

要であるとか，そういう問題。それから，不法行為が起こる可能性があると，may occurと

いうだけで管轄を認めるべきではない，そういう部分について反映させる必要がある，そう

いう条文だということですね。もちろん，フィジカル・インジャリー等に限るべきかどうか

という議論は法制審ではしていないです。

それから，信託に関する管轄，１１条ですが，これは支持して差し支えないという御意見

でして，それから反訴管轄，これも支持して差し支えないという，基本的にはそういう形で，

仮に今のコアエリアという条文が９９年草案のままの条約で残ったとした場合に，更に検討

を要すべき条文があるとすれば不法行為と支店管轄ということなのかなと。これは，単にそ

ういう事実だということでございます。

● そうすると，やり方についてのこちらの会議全体としての雰囲気ですが，ボトムアップと

いう形でやること全体については，トップダウンでなくてもいいという，そういうふうなこ

とになるのでしょうかね。

全体の雰囲気を見ていると，繰り返しになりますが要するにトップダウンという形でこの

審議を依頼したところ，そうじゃなくてだんだん変わってしまって，結果においてはボトム

アップのような形で進めることになっているようなんですね。そのようなことに対して，こ

ちらとしては当初は何かトップダウンみたいな形で考えていたものが逆になったわけですが，

そういう形で変わったこと自体については了承いただいていると考えてよろしいかというこ

とが一つであり，今後もそういう形，逆転することがあるのですが，これから先どういう交

渉になりますかは後の問題ですけれども，ある程度以上の合理的な伸縮性を持った範囲内で

私どもが対応していくということについては，御了解いただければ幸いだと思うのですけれ

ども。

● ちょっと感触をお伺いしたいのですが。

コアに加えて，是非これは入れてはどうかというのがあればなんですが。一番大きなもの

としては契約，消費者同士の売買契約のパッケージが抜けているというのと，それから専属

管轄がない，それから保全処分の規定がないということですが，個人的にはなくてもいいか

なとも思っているのですが，それは全体の雰囲気を理解していないということになるのか，

あるいはその中でも特に順位がつくのであれば，これが大切ということがあれば御指摘いた

だければと思いますが。

● 今の点ですが，結局そうするとここに挙げられている以外の分で，今度の会議のところで

ある程度，今までは一応全部見ていたものの中から優先順位を決めていく必要があるという

ことなんですね。

● 多分，このそれぞれについて議論をすると思いますね。今の条文のままでいいのか，少し
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変えるのかというのをして，それに，では何を付け加えるかというときに……。

● 日本として何が一番と。

● 提案を具体的にしなければいけないのか，そうでないのかということですが，それはどう

でしょうか。

● 質問ですけれども，雰囲気的には例の知的財産権関係の訴訟はもう別の機会に投げちゃお

うという雰囲気なのか，それとも多少は肉づけでこのコアにくっついていく余地があるとい

う雰囲気なんでしょうか。どちらの雰囲気なんでしょう。

● 要するに，今回は具体的な議論をしていないので分かりませんが，知的財産権なんかは難

し過ぎるという理解だと思いますけれども。

１２条から抜けても適用範囲から除かなければいけませんよね。そういう形では顔を出し，

適用範囲から除かれているという趣旨は，専属管轄だというのは多くの国の理解になるとは

思いますけれども，そこを是非というお考えなのかどうかの方がむしろお伺いしたいところ

ですけれども。

● 実務上は，人事訴訟のほかは，結構，知的財産権訴訟において外国当事者との訴訟が多い

ものですから，もし決められるものなら決めていただければというふうに裁判所としては思

いますけれども。普通の契約ですと，大体合意管轄の条項が入っていますので，合意管轄な

しでいきなりあらわれてくるものというのは人事あるいは不法行為ですけれども，不法行為

の中でもそういう知的財産権は，事件としてはその企業のニーズが高い分野でございますの

で。

● 今のところ，ちょっと重要なので確認ですけれども，イメージを単純化しますと合意管轄

だけの条約をつくるとしたときに，専属管轄という以上は合意管轄でも左右しちゃいかんわ

けですね。

● でしょうね。

● ですから，合意管轄的な条約を仮につくるとした場合には，○○幹事が言われたみたいに

特許権とか専属管轄にすべきものは裏から抜くという形で小さい条約をつくらないとだめだ

ということだと思うのですが，今おっしゃられたのは，むしろ特許権とか知的財産権も条約

の範囲内に入れた上で，ホワイト・リストのコアエリアで例えば不法行為なら不法行為に当

たるのであれば，それはそれでしようがないという……。

● 知的財産権関係は，例の有効・無効の話と侵害訴訟と両方あるのですけれども，有効・無

効の関係については恐らく仮に合意したところでそういうものについて特許権等の有効・無

効の問題を登録国以外の裁判所でやらせるということについては，恐らくどの国も反対だろ

うと思いますので，そこが合意管轄をしたところで，合意してもだめですよというところは

コンセンサスが得られるので，そこの点は間違いないだろうと思います。

仮に可能であれば努力していただきたいと言ったのは，今の侵害訴訟の関係で解釈が分か

れ得るところですので，仮に侵害訴訟についても専属管轄という形で，アメリカが大して反

対していないというような話でございましたので，もし盛り込めればということで，是非と

もというわけではございませんけれども，できるならばということでお願いしたいというこ

とで申し上げたわけです。

● 今の○○委員の御意見は，あれでしょうか，要するにポシブル・アディションの一つとし

て考えるということですね。



- 17 -

● はい。

● かなり優先順位の高いものであると。

● そうですね，やはり訴訟の類型として，ある意味で利用者が固定していて，そういうニー

ズが具体的にある分野ではあると思うのです。それ以外の不法行為訴訟とかの場合には，必

ずうちが当事者になるからという，そういう企業グループがあるわけではないでしょうけれ

ども，知的財産権に関してはそれぞれそういうものを保有している企業等については，自分

が原告になる，あるいは被告になる場合もありますけれども，そういう意味で関心を持って

いる層が特定のものとしてある程度の経済的な基盤を持ったものとして存在していますので，

もしできればある程度の成果として持ってこれるところじゃないかなとは思いますが。ただ，

いろいろな形で未整備というか，十分成熟していない分野ということもあり得ますので，そ

の点でどうしてもだめということであれば難しいだろうとは思いますが。

また，侵害訴訟が専属管轄でも構わないという議論については，複数国でそういう意見が

出ているので，恐らくこの機会を逃すとそういう形での条約化というのは永久にできないだ

ろうと思いますので，そういう意味では，最後のチャンスという意味では，余り早く投げて

いただきたくないなと思っただけでございます。

● 最後の御観測は，ちょっと私は分からなかったのですけれども。

何か○○委員の方で，今の知財の件について御発言なさることはございませんでしょうか。

● いや，特にないです。

● 今のできれば侵害訴訟が専属管轄になるように努力すると，これは既定の方針どおりで，

それはよく承知しているのですが，仮に侵害訴訟は専属管轄だという合意ができなかった場

合には，いわばダメージ・コントロールみたいな話ですが，それでも条約の適用範囲内にし

ておいて，不法行為の一般的なホワイト・リストに載るようにしておいた方がいいのか，そ

れとも全く適用範囲から全部除外した方がいいのかという問題の立て方をした場合には，ど

ちらがいいですかね。

つまり，ホワイト・リスト管轄ですから，これは管轄いわば行使する義務があるわけです

ね。したがって，そこら辺はどうなんでしょうね。オール・オア・ナッシングなのかという

ことですけれども。

● もともと一番最初に議論したときは，不法行為の中で特別な規定は難しいでしょうねとい

う話であったのですけれども，ホワイト・リストの中に不法行為と同じ形で入っても，それ

はそれでそれを前提にして行動するということで，必ず専属管轄でなければ条約の対象外に

しなければいけないということではないと思います。条約の対象外にするという選択肢をと

るのであれば，仮に別の場面で知的財産権だけについての条約が具体的にスタートできるか

ら，だからそっちに委ねようという話になったときには，丸ごと抜くというのは非常にプラ

スの選択になるのだろうと思いますけれども，そういう見通しもなく抜いてしまうよりは，

不法行為の中で入っていても，それはそれで一つの選択だろうと思いますので。

● 先ほど，最初の方の御発言のときに，アメリカも特に反対していないようなのでとおっし

ゃいましたが，それは確かに公式の場ではその後発言していませんからそうなんですが，Ｅ

メールなんかでやりとりをしている中では，侵害事件でも被告がいない，被告との関連が非

常に薄いところというのはあり得て，そこに管轄を認めることはアメリカとしては憲法上の

問題があるという立場のようでございまして，要するに被告とどれほど関係あるかであって，
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登録国だからというだけでは管轄は疑問だといいますか，憲法上問題だと言っているのです

が，被告のアメリカでの行動がアメリカの基準から見て十分にactivityがない，フェアプレ

イの基準を満たすほどのactivityがないにもかかわらず，アメリカの特許なりを侵害したと

いうのでアメリカで管轄権行使しなければいけないことになりますね。もし侵害訴訟を専属

管轄にしますと。それは被告との関連が薄いので，できないと。そんなことを言っておりま

した。

● アメリカの特許法はちょっと別なんですけれども，一般的な話とすれば，我が国の特許権

もそうなんですけれども，その特許権は御承知のとおり属地主義ですので，例えば日本の特

許を侵害する行為というのは，日本で行われなければそういう行為にはならないという意味

では，被告が日本で何らかの行為をしていない限りは，被告にならないわけですので，住所

地が日本でなくても，少なくとも不法行為地が日本でないはずはないのです。

アメリカの場合，多少その点が拡張していますので，アメリカ以外の国で行ったものにつ

いてもアメリカの特許権侵害だという形になるのですが，その分には要するにアメリカでの

管轄が広がるだけの話ですので，その点についてはアメリカの担当者が反対するとは思えな

いのですけれどもね。

● そうですか。

● ですから，アメリカの企業が外国で，例えば日本で被告にされるという場合には，必ず日

本の市場で何らかの行為をしたから被告になるわけですので，住所地が日本でないにしても，

何らかの行為をしているという点は免れないだろうと思いますので，仮に反対するとすれば，

そういう部分じゃなくて，主観的に日本の子会社がやったからアメリカの親会社も被告にな

る，一緒にされるのは嫌だとか，そういう主観的な併合というものがけしからんじゃないか

という形での反対というのはあり得るだろうと思いますけれども，純粋に被告自身がそうい

う登録される知的財産権の侵害をしているというときに，登録国以外の行為が侵害行為にな

るということは，普通はあり得ませんので，そういう意味でアメリカのそういうactivity－

basedとか，そういうことは，そういう見地からすればアメリカが反対するというのはちょ

っとおかしいのじゃないかなという感じがします。

● それでは，大体御議論いただきまして佳境に達しているのではないかと思うのですけれど

も，今のコアエリア的な発想をしていった場合，ポシブル・アディションとしてどういうも

のが考えられるか，それについて特に知財の関係に絡んで議論がありましたところです。

ここで，休憩させていただきます。

（休 憩）

● それでは，再開させていただきます。

条約の検討作業に関する今後の対応について，事務局から一般的な御説明をまず承ってお

きたいと思いますが。

● それでは，本条約策定作業に関する今後の対応について，御説明させていただきます。

まず，先ほど○○幹事からも御説明がございましたが，本条約策定作業の今後のスケジュ

ールを確認させていただきます。

本条約の審議のための特別委員会は，来年前半に，外交会議は可能であれば来年中に開催
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される予定となっております。具体的には，特別委員会については来年の６月ごろの開催が

見込まれておりまして，外交会議については特別委員会の審議の状況にもよりますけれども，

来年末若しくは再来年の初めの開催を目指すことになろうかと存じます。

これに先立ちまして，特別委員会における審議の対象となる条約の案文を事務局が専門家

により構成される作業グループの支援を得て作成することとされております。この条文策定

作業は，非公式なプロセスとして，会合の形式のみならず，電子メール等の近代的な手段も

用いて行うということとされております。

この非公式作業グループは，２０名程度の人数で，非常に限定した小規模なグループによ

って進められることとされておりまして，地域とか使用言語に配慮しつつ，透明な手続によ

ってメンバーの選任を行うということとされております。現在，我が国からは○○幹事を専

門家として作業グループに加えていただけるよう，事務局に対して働きかけを行っていると

ころでございますが，このグループの構成の確定には２か月程度を要すると，そのように事

務局の方では考えているようでございます。

本作業グループの作業につきましては，政府代表としての参加というよりは，エキスパー

トとしての参加と，そして事務局の作業を支援するというものとの位置づけとなりますし，

それからまた会合の日程とか議論の方法についても未確定の部分が多うございます。そのよ

うな事情もございますので，事務局といたしましては，特別委員会における審議の対象とな

る条約草案ができ上がりました段階で，その内容を御審議いただくために次回の部会を招集

させていただくこととさせていただきまして，非公式手続となります作業グループにおける

ドラフティング・セッションに関しましては，これまでにいただいた御意見等にはなかった

ような，新たな論点が発生するような事態に至らない限りは，○○幹事及び当局にお任せい

ただくことではいかがかと考えております。

非公式会議におきましては，本日，御審議いただきました事項についても留意しつつ，対

応してまいりたいと思います。

非公式手続における各セッションに置きまして，新たな論点が発生し，部会の御意見をお

伺いするような必要が生じました場合は，部会の招集について部会長に御相談申し上げ，招

集の要否について御判断をいただいた上，必要に応じ，臨時に部会を招集させていただく，

あるいは中間的な報告もさせていただくようなこともあろうかと存じます。

日程的には，条約草案につきましては遅くとも特別委員会開催の２か月から３か月前には

各国に配信するというふうに事務局の方で申しておりましたので，特別委員会の開催が来年

３月ごろになる場合は本年末から来年１月ごろ，特別委員会の開催が最も遅いタイミングの

来年６月ごろになります場合は，条約草案の配信は来年３月ごろになるものと見込まれます。

非公式手続の進め方につき，事務局，あるいは○○幹事に御一任いただくような方向でよろ

しいかという点について，お諮りいたしたいと思います。

● ただいまの事務局の説明に関しまして，御質問ございましたらどうかお願いいたします。

● 今回の作業グループに○○幹事がお入りになるとした場合には，日本の代表じゃなくて，

一専門家としてですね。

● エキスパートグループの位置づけ自体が……。

● 非常に少ないですね，人数が。ですから，よくいろいろな委員会，国連関係の委員会でも

国の代表ではなくて，エキスパートとしてということで，必ずしも国の利益を代表しなくて
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もいいと，むしろ代表してはいけないのだと，そういうような制約がある場合があるのです

が，それとの関連で今回の場合は一個人としてなのか，それともやはりこの審議会のあれを

一応踏まえてということなのか。

透明な形でメンバーを選ぶということなんですけれども，人数が限られているので，そこ

に選ばれるかどうかということでいろいろまたコンフリクトが起こる可能性もあるのじゃな

いかなという気がしたものですから，ちょっとその辺を確かめたいと思います。

● コンフリクトについてはあり得るかもしれないということで，２か月から３か月，メンバ

ーの確定にかかるのではないかと考えられます。

資格については，事務局のドラフティングを支援するための専門家による作業グループと

いうことでございますので，国によっては役所の人間が出てくる国もあり，あるいは先生方

が出られる国もあろうかと思いますが，国の意見を代表して参加する場合は，出ない国と出

る国があるというわけにはまいりませんので，基本的には一専門家として事務局を支援する

という立場だと理解いたしております。

● 大変難しい立場に置かれるようなところが……。もし選ばれた場合には，そういう可能性

があるのじゃないかなとちょっと思ったのです。どうもありがとうございました。

● ほかに何か御指摘いただくことはございませんでしょうか。

この条約策定作業に関して，特に御注意いただく点は，先ほど○○委員から知財に関して

御意見承りましたが，今この時点で何か特にここのところを注意しろというようなことがご

ざいましたら，承っておきたいのですけれども。

● 七つのコアエリアを見ていますと，これがホワイト・リストだけということもあり得るわ

けですね。そうすると，やはり私としては，条約の構造としてミックス型の条約にできる限

りすると。個々の条文がどうかということよりも，条約の構造そのものをできればホワイト

型だけのものにしないというのも大事な点じゃないかなと思いますけれども。

● 後ほど，全般的には事務局として本日の御指摘をどのように受けとめるか，意見を表明さ

せていただきますけれども，ほかに何か。今，条約の構造としてミックス条約にした方がい

いという御意見を承ったのですけれども，何かございませんでしょうか。

○○委員，何かございませんか。

● ９９年の草案を見てみますと，条文が大体四十数条ありますね。それなのに，さっきのコ

アエリアというのはほんの７条しかないわけですから，残りの三十数条はゼロからスタート

するのか，一体どうなのかという，そういう感じがするのですけれども，やはり一応はコア

エリアからスタートするということになっていますけれども，実際の運用としてなるべく９

９年草案からスタートするような，そういうような動きができればと思います。

といいますのは，三十数条フロムスクラッチでやるというのは，これまた大変なことなの

で，何かその辺をうまく運用でできればいいのじゃないかと思います。

● 私の理解では，承認・執行の部分はほぼ問題がない，問題があるのはホワイト・リストの

内容であるという前提で議論が始まっているという理解です。

● 実行的適用範囲とか，２条とか，そういうものは当然入るという前提。

● １条，２条，もちろん入ります。もちろん内容は変わると思いますが，先ほど○○委員の

おっしゃった１８条はちょっと問題で，私も入れた方がいいと思っていますし，日本もそう

いう発言をしましたが，１条，２条，それから２３条以下，それは入ると。その間のところ
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についてのコアがこれだということです。

二重起訴が入るかどうかは，この条文の重なり具合によるのだと思うのですけれども，義

務だけ与えられて，二つの国が義務を負ってしまうわけにはいかないですから，重なり合う

管轄原因が入れば当然何らかの調整規定が必要だと思いますけれども。

● ほかにございませんでしょうか。

それでは，本日，御意見を承りたいと思いましたところ，こちらもはっきりしていないと

ころがあるものですから御意見の出しようがないということもあったかもわかりませんが，

特に御注意いただくところは伺い得たと思います。したがいまして，御指摘いただきました

事項等々につきましては，改めて事務局の方に再確認していただいて，今後のより具体的な

本審議会の日程等について，ございましたら是非よろしく御説明願います。

● 本日，非公式手続において留意すべき事項として御指摘いただきました事項といたしまし

ては，全体の構造としてはホワイト・リストのみの条約になるよりはミックス条約の構造を

維持すべきであると。ただし，その内容については９９年草案のような包括的なものが望ま

しいけれども，いわゆるミドル・グラウンドのものになってもやむを得ないし，最終的には

コアエリアに関するホワイト・リストのみになってもやむを得ないと。望ましいのは，包括

的なものが望ましいのだけれども，最終的にはやむを得ないということであったかと存じま

す。

事務局ペーパーにありますポシブル・アディション，追加的に盛り込むことが強く期待さ

れる事項としては，知財に関する侵害訴訟の専属管轄に関する条項。仮に，専属管轄とする

ことができなかった場合に，条約の対象外とすべきか，不法行為等に関するるホワイト・リ

ストの適用があっても構わないのかという点に関しましては，不法行為に関するホワイト・

リストの適用を受けるというのも一つの選択であるという御指摘があったかと思います。

● そのほかに，何か漏れているというようなことはございますでしょうか。結構だと思うの

ですが。－－それでは，どうもありがとうございました。

この審議会の次回の日程等というのは決まっているのですか。

（日程についての説明略）

● よろしゅうございますでしょうか。

それでは，本日予定いたしました議事はすべて終わりました。本日の国際裁判管轄制度部

会を閉会させていただきます。

長時間にわたり，熱心に御議論いただきまして本当にありがとうございました。

－了－


